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１．はじめに 

 
我が国の都市間の公共交通ネットワークは，これまで

航空や新幹線等の幹線鉄道，高速バスといった交通機関

毎に計画が策定され，発展してきている．このうち高速

バスについては，高速道路の整備とともに路線数が着実

に増加しており１），地域によっては主要な公共交通サー

ビスの一つとして定着しつつある．具体的には，300km
以下の比較的近距離の都市間を結ぶ路線や新幹線が運行

していない地域の路線では，輸送人員が増加傾向にある

ことが示されている２）．このことは，高速バスは航空や

幹線鉄道を補完するサービスとして機能し得る可能性が

あることを示唆している． 
一方で我が国の社会情勢を鑑みると，人口の減少化や

高齢化が進展しており，この動向は都市間移動の需要に

少なからず負の影響を与えるものと考えられる．既に交

通事業者間あるいは交通機関間において，旅客獲得のた

めのはげしい競争が行われている地域も見られる．もち

ろん競争自体は，サービス向上の観点からは重要ではあ

るが，過度な競争は事業者の採算性を悪化させ，結果的

に不採算路線の撤退にも波及しかねない． 
このような状況を踏まえて今後の都市間の公共交通ネ

ットワークのあり方を検討する場合，村上ら３）が指摘す

るように，各交通機関が同じ市場で競争を行うよりもそ

れぞれの特性を生かした連携をとることによって，効率

的な交通サービスの組み合わせを行っていくという方策

が有効になってくるものと考えられる．村上らの研究で

は主に航空と幹線鉄道の役割について言及しているが，

上述の理由から，高速バスも含めたネットワークを対象

とした議論の必要性も高いと考えられる．  
以上の問題意識の下，本研究では今後の都市間の公共

交通ネットワークを検討する前段として，高速バスを含 
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た都市間公共交通ネットワークを評価する手法を構築す

るとともに，過去 15 年（平成 2 年～17 年）における高

速バスのサービスの拡充による利用者便益の変化を推計

することを目的とする． 
 

２．既往研究と本研究の関係 

 
 都市間の交通ネットワークの評価手法に関する代表的

な研究として，屋井ら４），枦元ら５），村上ら３）の研究

が挙げられる．このうち屋井らの研究では，新幹線サー

ビスと空港へのアクセスがそれぞれ向上した際の便益の

試算を行っている．枦元ら，村上らの研究では，都市間

を結ぶ航空・鉄道路線に着目し，複数の経路が存在する

場合の利用者便益を，唯一の統計データである全国幹線

旅客純流動調査（以下，純流動調査と表記）の集計デー

タを用いて推計する手法を提案している． 
これらに対して本研究では，都市間の交通ネットワー

クを評価するうえで高速バスネットワークを考慮すると

ともに，都市間旅客の交通機関選択モデルを構築する際

に，純流動調査のトリップデータを用いることで，より

精緻な分析を行うものとする． 
 
３．評価手法 

 
本章では，高速バスネットワークの変化によって消費

者余剰がどの程度変化したかを推計するうえで必要とな

る交通機関選択モデル，都市間の交通量，一般化費用の

算出法，消費者余剰の推計方法について説明を行う． 
 
（１）交通機関選択モデル 
本研究では，平成 17 年に実施された第 4 回の純流動

調査のトリップデータを基に，移動目的別の交通機関選

択モデルを構築する．パラメータの推定にあたって必要

となる OD 間の交通サービス指標については，所要時間，

運賃，運行頻度を用いる．なお，移動目的別に推定をす

る理由としては，都市内交通は通勤・通学目的の利用者

の割合が大きいのに対し，都市間交通では移動目的が仕

事，観光，私用がそれぞれ一定の割合を占めていること

が挙げられる． 



（２）都市間の交通量 

都市間の交通量については，純流動調査の「207 生活

圏流動表」のOD 間交通量を用いる．なお，消費者余剰

の推計にあたっては，LOS が変化しても OD 交通量そ

のものは一定としている． 
 
（３）一般化費用の算出 

消費者余剰を推計するための OD 間の一般化費

用GC୧,୨は，式(1)より算出する． 

 GC୧,୨ ൌ ω · ሺT୧,୨ ൅ W୧ሻ ൅ C୧,୨           ･･･ (1) 

 ω ：時間価値   T୧,୨：i, j間の所要時間 

 C୧,୨：i, j間の運賃   W୧：地点 iにおける平均待ち時間 

移動目的別の時間価値 ω は，交通機関選択モデルの

パラメータを基に算出し，平均待ち時間は，鉄道，高速

バスとも 1 日の営業時間を 18 時間とし 1 日の運行頻度

で除した値の半分の値を用いる．ただし鉄道，高速バス

ともに，運行頻度が 1 日 10 本以下の路線が少なくない

ことから，平均待ち時間は最大で 60 分とする．鉄道，

高速バスの所要時間，運賃は JTB 時刻表，高速バス時

刻表記載のデータを基にする． 
 
（４）消費者余剰の推計 
消費者余剰は式を(2)に基づいて推計する．その際上述

したように，各 OD 間の交通量，移動目的の比率は変化

しないものとする． 

 UB ൌ ∑ ∑ ∑ Q୫,୧,୧ሺGC୫,୧,୨୵୭ െ GC୫,୧,୨୵ ሻ୨୧୫  ･･･ (2) 

 Q୫,୧,୧: 交通機関mの i,j間の交通量 
 GC୫,୧,୨

୵ ：交通機関mの i.,j間のwith の場合の一般化費用 
 GC୫,୧,୨

୵୭ ：交通機関mの i.,j間のwithout の場合の一般化費用 

 

４．高速バスの拡充による消費者余剰の推計 

 
本章では，推計のための前提条件について述べたうえ

で，消費者余剰の推計結果を示す．  
 

（１）評価対象ネットワーク 
 本研究では，九州地方の各県庁所在地を結ぶ幹線鉄道

及び高速バスのネットワークを評価対象とした．九州地

方を対象とした理由として，高速バスの路線数や運行頻

度が，第 1 回の純流動調査が実施された平成 2 年から現

在に至るまで著しく増加していること６），他の地方と比

較して，都市間の移動における高速バスのシェアが高い

ためである．また，各県庁所在地を結ぶ路線のみ対象と

した理由として，高速バス路線の参入・撤退は，1 年程

度の試行運転で不採算であれば撤退する路線も少なくな

いと言われており，5 年毎に実施される純流動調査では

その影響を把握するのは困難であることから，その傾向

が比較的小さい県庁所在地間の高速バス路線を対象とし

た．なお，航空を考慮しなかったのは，九州地方の県間

を直接結ぶ路線数が少ないためであるが，この点につい

ては引き続き検討したい．  
 
（２）想定した条件 
 平成 17 年時点での幹線鉄道及び高速バスネットワー

クを基に，平成 17 年時点の高速バスネットワークの状

態の場合を With ケース，高速バスのネットワークが第

1 回純流動調査の実施年である平成 2 年時点から平成

17 年時点までに拡充していないと仮定する場合を

Without ケースとして，各 OD 間の一般化費用をそれ

ぞれのケースにおいて算出した．また，両ケースにおい

て鉄道のLOSは変化がないものと仮定した． 
 
（３）交通機関選択モデルの推定結果 
 表-1 は交通機関選択モデルのパラメータの推定

結果を示したものである．尤度比がやや低いもの

の，説明変数の符号条件やｔ値は概ね問題ない．

時間価値は仕事が 71.5 円/分と最も高く，次いで

観光，私用の順であった．なお観光目的の説明変

数のうち運行頻度は，t 値が低い結果となったた

め除外した．この理由としては，観光目的の都市

間の移動においては，事前に旅行の行程を計画し

ているか，もしくは運行頻度を把握していない可

能性があることが影響しているものと想定される． 
 

表－１ 交通機関選択モデルの推定結果 

 

 

（４）一般化費用の算出 

 平成 2 年時点と平成 17 年時点の各都市間の高

速バスの一般化費用の算出を行った．表-2 は 2 時

点での高速バスのサービス水準を比較した結果で

あり，表-3 は算出した一般化費用の一例である． 
これより多くの都市間で運賃はほとんど変化して

いないが，所要時間は短縮され，運行本数は増加

していることが分かる．なお所要時間の算出にあ

仕事 観光 私用

所要時間（分） -0.0243 -0.0255 -0.0265

(-4.94) (-5.99) (-8.74)

運賃（円） -0.00034 -0.000448 -0.000845

(-2.99) (-3.13) (-6.40)

運行頻度（本） 0.0132 0.0058

(2.41) (1.35)

定数項 -2.22 -1.52 -2.2

(-4.23) (-3.90) (-4.85)

尤度比 0.135 0.140 0.176

時間価値（円/分） 71.5 56.9 31.4
※括弧内はｔ値



たって，同一都市間において所要時間が異なる系

統が運行している高速バス路線については，各々

の所要時間と運行本数を加重平均した値を用いた． 
 
（５）消費者余剰の推計結果 

 各都市間の一般化費用を基に高速バスネットワ

ークの拡充による利用目的別の消費者余剰を推計

した結果が表-4 である．これより各目的とも一定

の消費者余剰が発生していることが分かる．ここ

で消費者余剰の増分がどの移動目的へ最も帰着し

ているかを見るために，目的別の一流動当たりの

消費者余剰を算定した．この結果より，私用目的

の流動に対し最も余剰が帰着していることが分か

る．このことは，高速バスサービスの向上による

余剰は主に時間価値の低い流動へ帰着しているこ

とを示しているものと考えられる． 
 

表-２ 高速バスのサービス水準の比較 

 

注：－は平成 2 年時点において高速バスの運行なしを表す． 

 

 

 

 

 

 

 

表－３ 福岡-佐賀間の一般化費用（単位：円）

 

 

表－４ 移動目的別の消費者余剰 

 

 

５．おわりに 

 

本研究では，都市間公共交通ネットワークを評価する

手法を構築するとともに，過去 15 年（平成 2 年～17 年）

における高速バスのサービスの拡充による利用者便益の

変化を推計した．その結果，都市間交通において一定の

消費者余剰が発生していることが確認された．  
今後の課題としては，ネットワークの評価にあ

たって，各交通機関へのアクセス・イグレスの

LOS を考慮すること，各交通機関の LOS の改善

による OD 交通量の変化（誘発交通量を含む）を

考慮することなどが挙げられる． 
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都市名 都市名 年 所要時間（分） 運賃（円）
運行本数

（本/日）

H2年 81 1000 20

H17年 70 1000 44

H2年 166 2800 25

H17年 156 2500 62

H2年 134 2200 54

H17年 112 2000 80

H2年 195 3100 20

H17年 137 3100 52

H2年 312 6000 4

H17年 257 6000 25

H2年 - - -

H17年 241 5300 23

H2年 180 3600 6

H17年 187 3600 9

H2年 - - -

H17年 205 4500 7

H2年 - - -

H17年 330 6500 2

H2年 239 4500 8

H17年 187 4500 14

H2年 - - -

H17年 170 2700 8

H2年 - - -

H17年 340 5500 1

H2年 150 2700 10

H17年 170 2700 8
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case 利用目的 高速バス 鉄道

仕事 6,027 7,595

観光 5,009 6,562

私用 3,220 4,747

仕事 6,843 7,595

観光 5,664 6,562

私用 3,594 4,747

without

高速バスLOS：H2

鉄道LOS：H17

with

高速バスLOS：H17

鉄道LOS：H17

移動目的
平日一日当たりの

流動数

消費者余剰

(百万円/日）

1流動当たりの

消費者余剰（円）

仕事 16,051                   11.73              731                      

観光 3,063                     1.17                383                      

私用 5,362                     5.69                1,062                   


